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はじめに 

（１）本経営戦略について 

神栖市（以下「本市」という）は、平成１７年（２００５年）８月に、神栖町と波崎町の合併によって誕生

した、茨城県南部に位置するまちです。鹿島港や東日本大震災後に建設された企業誘致エリアがあり、

産業基盤が整っているため、工業都市として発展しています。市域は平坦で、工業地帯と住宅地が広

がり、沿岸部には臨海工業地帯が発展し、国内外からの企業進出も活発です。また、海浜公園や豊か

な自然環境も有し、地域住民にとって憩いの場として親しまれています。 

本市では、工業都市としての発展とともに、環境保全と公衆衛生の向上を目指して、公共下水道事

業の管理を進めております。また、上下水道の整備によって、市民の快適な生活環境を実現するとと

もに、産業活動の円滑な運営にも貢献しています。しかし、近年の人口減少や高齢化の進行、自然災

害による防災意識の高まりなど、地域を取り巻く環境は多様な課題を抱えています。 

これらの社会的課題に対応しながら、安定的なインフラ整備を継続していくためには、現状の的確

な把握と将来を見据えた計画的な経営が必要です。中長期的な視点で迅速かつ効率的な事務事業

の遂行を可能とする機動的な組織体制を確立し、財政基盤の強化を図ることで、公営企業として、住

民生活にとって重要なインフラサービスである下水道事業を将来にわたって安定的に継続すること

ができるよう、中長期的基本計画として、令和３（２０２１）年２月に経営戦略の策定を行いましたが、

策定以降の下水道事業を取り巻く経営環境の変化に対応するため、現行の経営戦略の見直しを行う

ものとします。 

 

神栖市の位置 
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（２）本経営戦略の計画期間について 

 中長期的な視点から経営基盤の強化等に取り組むことができるよう、本経営戦略の計画期間は前

回同様に令和３（２０２１）年度から令和１２（２０３０）年度までの１０年間とします。 

 

（３）本経営戦略の位置付け 

 本市下水道事業の各種施策は、本市の最上位計画である「第３次神栖市総合計画」に基づいて実施

しています。そのため、本経営戦略は、総合計画で掲げる本市の将来都市像を実現するための事業計

画として位置づけ、他の施策・計画等との整合を図りつつ策定します。 

 

本経営戦略の位置づけ 
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１．経営戦略策定及び改定の背景と目的 

（１）公営企業の更なる経営改革の推進 

我が国においては、今後の急速な人口減少等に伴うサービス需要の減少や施設の老朽化に伴う

更新需要の増大など、公営企業を取り巻く経営環境が厳しさを増す中にあって、各公営企業が将来

にわたり住民生活に必要なサービスを安定的に提供していくことが強く求められています。 

そのためには、公営企業会計の適用拡大や経営比較分析表の活用による「見える化」とする現状

分析に基づき、経営戦略の策定や抜本的な改革等の取り組みを通じ、経営基盤の強化と財政マネジ

メントの向上を図るとともに、これらについて、より的確に取り組むために更なる経営改革を推進す

ることが不可欠となっています。 

 

図１ 公営企業における更なる経営改革の推進について 

※出典：総務省「令和５年度の公営企業関係主要施策に関する留意事項」について  

Ⅰ 下水道事業の現状
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（２）国の求める経営戦略策定および改定の指針 

公営企業は、使用料収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則とし、住民生活に身近な社会

資本を整備する役割を果たしています。しかし、人口減少による使用料収入の減少や施設の老朽化

に伴う更新投資の増大など、厳しい経営環境への対応が求められています。このため、総務省は公

営企業に対し、中長期的視点での合理的な経営を実現するための「経営戦略」の策定を推奨してい

ます。これに基づき、計画的な経営を進めることで、経営基盤の強化や効率化、経営健全化を図り、

事業やサービスを安定的に提供し続けることが期待されています。 

経営戦略については、平成２８（２０１６）年度から令和２（２０２０）年度までに策定を行い、令和３

（２０２１）年度から令和７（２０２５）年度までに改定することが求められています。また、総務省はこ

れまでに経営戦略の策定について、平成３１（２０１９）年３月、令和４（２０２２）年１月の２回、ガイドラ

イン及びマニュアルを変更しています。 

 

図２ 公営企業の「経営戦略」の策定・改定の推進について 

 

※出典：総務省「令和３年度の公営企業関係主要施策に関する留意事項」について  
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（３）経営戦略の要旨 

本経営戦略では下水道資産の現状分析を基にした長期的な需要の見通しや更新等の投資の計画、

見通しや計画で経営の悪化が想定される場合、使用料改定検討等の計画に基づいて事業の持続性

に対する的確な見通しを描くために、中長期の「投資・財政計画」の策定を行います。 

「投資・財政計画」の策定に当たっては、「投資試算」及び「財源試算」による将来予測が求められま

す。 

「投資・財政計画」は、現時点で反映可能な経営健全化や財源確保に係る取り組みを踏まえて試算

を行い、その上で、将来の使用料収入の減少や更新需要の増大等を見据えた使用料水準の適正化

や広域化等や更なる民間活用を反映した投資のあり方の見直し等を複合的に検討して具体的なシ

ミュレーションを構築し、今後の経営の指針や取り組みを描くものとなります。 

 

図３ 経営戦略の策定の流れ 

※出典：総務省「経営戦略策定・改定マニュアル」より抜粋 
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２．本戦略の対象となる事業の現況 

（１）対象となる事業概要 

本戦略における対象となる事業は神栖市公共下水道事業（以下、公共）と神栖市特定環境保全公共下

水道（以下、特環）です。これらは現在、神栖市下水道事業として運営しています。 

本市の公共下水道は、平成１７（２００５）年度に神栖町が波崎町を編入、神栖市となったことにより誕

生しました。元々は神栖町及び波崎町の各公共下水道であり、神栖町は昭和５２（１９７７）年１月より、波

崎町は昭和５４（１９７９）年２月より事業が開始されています。 

公共・特環は、鹿島臨海特定公共下水道へ接続しており、その後深芝処理場にて汚水処理を実施して

います。 

事業概要は以下の通りです。 

 

表１ 神栖市下水道事業の概要 

項目 詳細 

事業 公共下水道事業 特定環境保全公共下水道 

供用開始 昭和５２（１９７７）年度 平成元（１９８９）年度 

法適・非適用区分 法適用（令和２年４月１日法適用済） 

処理区域内人口密度＊１ ２９．８７人／ｈａ １５．２２人／ｈａ 

流域下水道等への接続の有無 有（鹿島臨海特定公共下水道） 

処理区数 １（深芝処理区） 

処理場数 ０（茨城県にて所有の深芝処理場にて処理） 

広域化・共同化・最適化実施状況 有り ＊２ 

＊１処理区域内人口密度は令和４年度経営比較分析表に基づく数値です。 

＊２茨城県の鹿島臨海特定公共下水道に流入する関連下水道として供用を開始したため、広域化が事業当初からなされています。 
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（２）使用料体系の状況 

本市の下水道使用料体系は、基本使用料＋従量制（累進制）を採用しています。現在の使用料体系は

以下の通りで、公共・特環で共通です。直近で平成２８年４月に使用料体系変更を行っています。 

表２ 下水道使用料体系（１ヶ月分消費税込） 

基本使用料 排除汚水量の区分 従量使用料 

１ヶ月１，３２０円 

（１０㎥まで） 

１０㎥を超え２０㎥以下 １６５円／㎥ 

２０㎥を超え５０㎥以下 １７６円／㎥ 

５０㎥を超え１００㎥以下 １８７円／㎥ 

１００㎥を超える部分 １９８円／㎥ 

 

表３ １ヶ月２０㎥あたりの使用料の推移（１ヶ月分消費税込） 

区分 公共・特環共通 

条例上の使用料 

（２０㎥あたり） 

令和元（２０１９）年度 ２，９１６円 

令和２（２０２０）年度 ２，９７０円 

令和３（２０２１）年度 ２，９７０円 

実質的な使用料 

（２０㎥あたり） 

令和元（２０１９）年度 ２，７８０円 

令和２（２０２０）年度 ３，１３３円 

令和３（２０２１）年度 ３，１３７円 

＊消費税率の計算は下記の通り行います。また、４月１日現在時点の税率とします。 

令和元（２０１９）年度・・・消費税８％／令和２（２０２０）年度及び令和３（２０２１）年度・・・・・・・消費税１０％ 

＊実質的な使用料は使用料単価（使用料収入の合計を有収⽔量の合計で除した値）に２０㎥を乗じたものとします。 

 

 

（３）組織の状況 

現在の定員は、職員１６人となっています。 

 

表４ 神栖市の組織状況 

下水道課 

管理グループ 下水道使用料・受益者負担金 

公共下水道等事業の調査・計画・整備・維持管理 

公共下水道等の建設工事関連 工務グループ 
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（４）民間活力の活用等 

①民間委託 

民間活力の活用として、汚水中継ポンプ場やマンホールポンプ等における維持管理業務を民間委託して

います。 

 

②指定管理者制度 

現在のところ、該当ありません。 

 

③ＰＰＰ・ＰＦＩ 

現在のところ、該当ありません。 

尚、将来的に令和１０（２０２８）年度以降にウォーターＰＰＰ等の民間活力の導入を検討しています。 

 

（５）資産活用の状況 

・エネルギー利用、土地・施設等利用（未利用土地、施設活用等） 

現在のところ、該当ありません。 

 

（６）最適化・共同化について 

・最適化・共同化について 

現在のところ、該当ありません。  
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３．経営状況分析 

（１）財務分析（収支等経年分析） 

令和２（２０２０）年度から令和５（２０２３）年度までの過去４ヵ年における分析を決算統計から集計しま

した。 

集計は経常的な活動の収支を示す収益的収支、投資及び企業債の発行及び償還を示した資本的収支

のほか企業債残高の推移及び収益の基礎となる処理区域内人口の推移を分析しました。 

 

分析ポイントは次頁以降、以下の表の通りです。 

尚、財務分析においては、公共・特環を分けて明記します。 

 

表５－１ 神栖市 公共下水道事業の経営状況（公共）※令和２（２０２０）年度法適用化 
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【分析】 

〇営業収益…使用料収入 

令和２（２０２０）年度以降の使用料収入の変動は大きくは見られていません。処理区域内人口の増加に

より増加傾向にあります。なお、特にコロナウイルス感染症対策の巣ごもり需要等の影響はなかったもの

と思われます。 

〇営業外収益…他会計補助金 

当該期間の他会計補助金は徐々に増加傾向にあります。一般会計からの繰入金は繰出基準が定められ

ており、基準に則した基準内繰入金と経営補助として繰り入れる基準外繰入金ともに増加しています。 

〇資本的収入…企業債 

令和８（２０２６）年度までのアクションプランを基に、令和４（２０２２）年度の企業債発行が増加していま

す。一時的に令和５（２０２３）年度は下がっていますが、引き続きアクションプランを基に整備工事を進

め、令和８（２０２６）年度以降についても、ストックマネジメント計画を基に改修工事を進めるため、増加

傾向になるものと想定されます。 

〇企業債元金残高 

上記の企業債発行に伴い、当面は増加傾向となっています。 

 

【現状】 

使用料は安定して徴収できており、さらに新たに下水道整備の拡大もしているため、今後は下水道接続

世帯数の増加や水洗化を進めることで、さらなる収益増大が予想されます。 

【課題】 

収益が微増し、費用も上昇していますが、全体としての収支（経常利益及び当年度純利益）は順調に推移

しています。しかし、総費用が令和５（２０２３）年度は６，５００万円ほど増加となっており、今後は物価上

昇による動力費等の各経費の増加が予想され、費用が収益を超える可能性があります。 

資本的収支は、資本的収入の他会計出資金や他会計補助金等の他会計繰入金減額に伴う企業債発行額

の増加が予想されます。企業債償還と関連し、建設改良費（投資）に活用できる国庫補助金等を検討する

等、企業債発行の抑制の検討が必要になります。 

【解決の手法】 

費用の削減における経常利益の確保及び増加は難しいため、現在予定している下水道整備の拡大によ

る使用料収入の増加策や使用料改定等も視野に入れて検討を進める必要があります。 

 

特環につきまして、次頁に示します。  
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表５－２ 神栖市下水道事業の経営状況（特環）※令和２（２０２０）年度法適用化 

 

 

【分析】 

〇営業収益…使用料収入 

公共同様に、令和２（２０２０）年度以降の使用料収入の変動は大きくは見られていません。処理区域内人

口の増加により増加傾向にあります。なお、特にコロナウイルス感染症対策の巣ごもり需要等の影響は

なかったものと思われます。 

〇営業外収益…他会計補助金 

当該期間の他会計補助金は徐々に減少傾向にあります。一般会計からの繰入金は繰出基準が定められ

ており、基準に則した基準内繰入金については減少しています。基準外繰入金はありません。 

〇資本的収入…他会計補助金 

現状整備は不要であり、企業債の償還も完了となるため、令和８（２０２６）年度以降の他会計補助金は０

となります。 

〇企業債元金残高 

上記の通り、現状整備は不要であり、令和８（２０２６）年度に償還完了となるため、減少傾向になってい

ます。 
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【現状】 

使用料収入について、現在は安定して徴収できているものの、特環区域の下水道整備の拡大は予定して

いないことから、今後減少していくことが予想されます。 

【課題】 

令和５（２０２３）年度については、一時的に委託料およびその他経費の増大により当年度純利益の減少

が見られているものの、全体の推移としては収益費用ともに微減しているが、全体としての収支（経常利

益及び当年度純利益）は順調に推移しています。しかし、今後は物価上昇による動力費等の各経費の増

加が予想され、支出が収益を超える可能性があります。 

資本的収支は、企業債償還のため、資本的収入の他会計負担金で補てんを行っています。前段でも記載

の通り、現状整備は不要であり、令和８（２０２６）年度に償還を完了するため、収入支出ともに０となる見

込みです。 

【解決の手法】 

費用の削減における経常利益の確保及び増加は難しく、また、現状整備は不要であり、下水道整備の拡

大による使用料収入の増加が見込めないことから、公共とともに使用料改定等を視野に入れ検討を進

める必要があります。 

 

（２）過年度策定の経営戦略の検証・分析 

令和３（２０２１）年２月に策定した本事業の経営戦略における「投資・財政計画」の計画値と実績値の乖

離は【表６】の通りです。なお数値は令和３（２０２１）年度と令和４（２０２２）年度の合計額です。 

収益的収支については、収益的収入の営業収益は２年間総額で５，１９９万１千円（年度平均２，５９９万

６千円）となり、計画値を下回りました。計画値との差につきましては、使用料収入等の営業収益におけ

るマイナスと、他会計補助金等の減少による営業外収入のマイナスが見られています。また、収益的支出

の営業費用も計画値から増加し、当年度純利益にも影響を及ぼしています。 

資本的収支については、企業債発行が予定より少ないものの、資本的収入の国庫補助金の減少があっ

たことから、他会計補助金をより多く入れる形となりました。今後独立採算制を実現していくために、経

費負担の原則に基づき、一般会計からの繰入金（他会計補助金）の抑制を検討していく必要があります。

また、資本的支出の建設改良費については、計画どおり、建設改良計画等に基づき必要な事業を実施す

ることができました。 

以上のことから、下水道事業全体としては、前回経営戦略以降にて算定した目標値からの変動も大き

かったため、新たに計画値を見直す必要があると考えられます。 
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表６ 投資・財政計画の計画値と実績値の乖離（単位：千円） 

 

 

【乖離の原因分析】 

前回策定した経営戦略との対比において、乖離に直結した項目が下記の通りです。 

 

①営業収益 

合算の差額で約５，２００万円の乖離が見られます。人口推移、及び、処理区域内人口、水洗化人口の推移

については、本市、アクションプランでも策定していましたが、アクションプランとの大幅な乖離が大きな

要因であったと推察します。（本経営戦略においては、茨城県の生活排水ベストプラン改定に際して、本

市で策定した目標予測を使用していますが、令和２（２０２０）年度時点では平成２８（２０１６）年度策定の

アクションプランを基に算定しています。） 

 

②営業費用 

前述の通り、電気使用料の改定や物価の上昇などにより、費用の上昇が認められます。本経営戦略にお

いては、それらを加味し、最新数値や物価指数を基に、予測を行う必要があります。 

 

③国庫補助金 

建設改良に伴う補助金において、国補対象事業費より単独事業費の方が多かったため、見込んでいた補

助が受けられなかった点が乖離の要因です。本経営戦略においては、交付要件や補助金を受ける施策お

よび取り組みを見直し、計画に組み込みます。 

 

上記の通り、前回策定段階ではコロナ禍の収束などの予測しきれない市況などがありましたが、本経営

戦略では、より正確に数値を算出するべく、各種情報の見直しを行い、組み込みます。 
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（３）有収水量及び有収率の推移 

令和元（２０１９）年度から令和５（２０２３）年度までの過去４ヵ年にて、公共における使用料収入に影響

を与える有収水量の推移を分析します。 

【有収水量／有収率の状況】 

有収水量とは、処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる水量をいいます。 

有収率は、処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる有収水量の割合を示します。有収率が高い

ほど使用料徴収の対象とすることができない不明水が少なく、効率的であるということです。 

 

表７ 有収水量／有収率の状況（公共、特環合算）※単位：総処理水量、有収水量（㎥） 

 

 

本市の場合は、令和５（２０２３）年度に向けて有収水量が徐々に上昇していますが、これは新規の整備

区域拡大による新しい管渠等設備の設置や古い管渠等の改修によるものと考えられます。 

今後も施設の老朽化は進むため、不明水の混入を防ぐべく、計画的な管路改修や更新が必要です。 

 

 

（４）経営比較分析表による現状分析 

経営比較分析表は総務省が推進する「見える化」の一環として、経営指標の経年比較や他（類似団体平

均）公営企業との比較などを行い、現状や課題等を的確に把握するとともに、経営状況をわかりやすく

説明するため、策定し公表を行っているものです。本戦略においては、この経営比較分析表のうち以下

のポイントについて分析します。 

 

❶経常収支比率（％） 

❷経費回収率（％） 

❸汚水処理原価（円） 

❹水洗化率（％） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

総処理水量 4,841,997 4,586,072 4,697,420 4,419,515 4,520,798

有収水量 4,236,021 4,317,585 4,304,618 4,370,658 4,393,539

有収率 87.5% 94.1% 91.6% 98.9% 97.2%

50.0%

55.0%
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表８ 【類似団体区分一覧令和４（２０２２）年度時点】※公共はＢｄ１に該当／特環はＤ１に該当 

処理区域内 

人口区分 

処理区域内 

人口密度区分 

供用開始後 

年数別区分 
類型区分 

３万人～ 

１０万人未満 

５０人／ｈａ以上 

３０年以上 Ｂｃ１ 

３０年未満 Ｂｃ２ 

５０人／ｈａ未満 

３０年以上 Ｂｄ１ 

３０年未満 Ｂｄ２ 

 

① 類似団体との比較（令和４年度で比較） 

表９－１ 公共－県内類似団体比較 

団体名（公共） 
処理区内人口 

（人） 

家庭料金２０㎥ 

（円） 

処理区域内 

人口密度 

（人／ｋｍ２） 

経常収支比率 

（％） 

経費回収率 

（％） 

汚水処理原価 

（円） 

水洗化率 

（％） 

神栖市 45,831 2,970 2,987.68 107.37 100.00 157.55 83.11 

古河市 83,074 3,190 4,340.33 101.03 95.23 172.31 89.37 

石岡市 32,935 2,750 3,038.28 102.12 97.11 150.09 92.94 

龍ケ崎市 64,130 2,849 4,208.01 115.57 103.84 149.72 94.64 

笠間市 34,836 3,542 2,297.89 101.03 100.21 175.93 92.17 

ひたちなか市 99,412 2,750 4,566.47 121.70 95.41 150.00 91.69 

鹿嶋市 34,265 2,805 2,549.48 101.96 97.96 150.00 90.59 

守谷市 69,841 2,184 3,457.48 115.97 122.63 103.32 99.27 

那珂市 31,152 3,080 2,086.54 103.92 100.00 161.03 89.08 

筑西市 31,386 3,256 3,000.57 108.71 93.98 185.82 87.70 

阿見町 35,476 2,750 2,917.43 111.09 101.75 153.54 98.75 

団体平均 51,122 2,921 3,222.74 108.22 100.74 155.39 91.76 

 

表９－２ 特環－県内類似団体比較 

団体名（特環） 
処理区内人口 

（人） 

家庭料金２０㎥ 

（円） 

処理区域内 

人口密度 

（人／ｋｍ２） 

経常収支比率 

（％） 

経費回収率 

（％） 

汚水処理原価 

（円） 

水洗化率 

（％） 

神栖市 761 2,970 1,522.00 108.61 100.00 160.89 86.99 

つくば市 35,350 3,135 1,950.88 95.45 100.00 150.83 74.80 

かすみがうら市 4,884 2,530 1,666.89 102.73 64.42 181.27 79.07 

河内町 3,184 2,860 1,667.02 80.84 41.60 334.99 73.87 

団体平均 11,045 2,874 1,701.70 96.91 76.51 207.00 78.68 

  

供用開始後年数

別区分 

類型 

区分 

３０年以上 Ｄ１ 

１５年以上 Ｄ２ 

１５年未満 Ｄ３ 

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001613920.xlsx
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001613921.xlsx
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001613922.xlsx
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001613923.xlsx
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❶経常収支比率（％） 

基本算式：経常収益／経常費用×１００（％） 

 

地方公営企業法の適用企業に用いる経常収支比率は、その年度において、使用料収入や一般会

計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標

です。 

経常収支比率は、単年度の収支が黒字であることを示す１００％以上となっていることが必要で

す。数値が１００％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善に向け

た取組が必要です。一方でこの指標が１００％以上の場合であっても、更なる費用削減や更新投資

等に充てる財源が確保されているか等、今後も健全経営を続けていくための改善点を洗い出すと

いった観点から分析が必要です。 

 

表１０ 経常収支比率推移（単位：％） 

 

※平均値＝類似団体平均値 

 

❶経常収支比率（％） 

本市の公共の経常収支比率は、１００％以上で推移しており、経営状況は問題ないと言えます。また、

特環に関しては平均値よりも高い水準で推移していることから、適切な運営ができている状況です。 
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❷経費回収率（％） 

 

基本算式：下水道使用料／汚水処理費×１００（％） 

 

経費回収率は、使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標であり、使

用料水準等を評価することが可能です。 

国土交通省においては、下水道事業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費及び当

該事業の性質上能率的な経営を行っても、なおその経営に伴う収入のみをもって充てることが困難であ

ると認められる経費を除き、当該事業の経営に伴う収入をもって充てなければならないとしており、適

正な経費負担区分を前提とした「独立採算の原則」が定められていることから、経費回収率が１００％以

上となることを求めています。 

当該指標は、使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す１００％以上となること

が求められます。数値が１００％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄

われていることを意味するため、適正な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減が必要です。 

 

表１１ 経費回収率推移（単位：％） 

 

※平均値＝類似団体平均値 

 

❷経費回収率（％） 

公共の経費回収率は、１００％を超えており、類似団体比較においても高位に位置付けています。 

しかし、今後の物価上昇による経費の増加が見込まれるなかで１００％維持できるか課題が残ります。 

また、下水道整備の拡大により、今後使用料収入は上がる見込みですが、各世帯への普及及び接続に

は時間差があることから、一時的に下がることも予想されます。 
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❸汚水処理原価（円） 

 

基本算式：汚水処理費／年間有収水量（円） 

 

汚水処理原価は、有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費

の両方を含めた汚水処理に係る経費を表した指標です。 

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられますが、総務省は前述の経費回収率を踏まえ、

「現在の使用料単価では汚水処理原価を回収できない事業にあっては、使用料単価を１５０円／㎥（家庭

用使用料３，０００円／２０㎥・月）に引き上げること。）」と示しています。当該指標は使用料単価を下回る

額であることが望ましいとされますので、一般的な比較指標として「汚水処理原価：１５０円／㎥」を下回

ることを目標に比較分析を行います。 

また、当該指標が類似団体との比較で低い場合であっても、有収水量や汚水処理費の経年の変化等を

踏まえた上で、現状を分析し、今後の状況について将来推計する必要があります。 

当該指標を踏まえた分析及び統計を元に、必要に応じて、投資の効率化や維持管理費の削減、接続率

の向上による有収水量を増加させる取り組みといった経営改善が求められます。 

 

表１２ 汚水処理原価推移（単位：円） 

 

※平均値＝類似団体平均値 

 

❸汚水処理原価 

汚水処理原価に関して、公共は、県内類似団体と比較し、ほぼ中位に位置付けています。 

汚水処理費の中で、汚水資本費は主に減価償却費と企業債等支払利息の合計であるため、毎年度経

常的に発生します。本市においては、整備も続く中で、特にこの資本費については短期間での削減が

難しいと考えられます。一方で、汚水維持管理費にかかる経費の削減は民間活力の活用などを検討し

ていますが、昨今の物価上昇により、さらに経営を圧迫することが想定されます。 

  



 

 

 
19 

❹水洗化率（％） 

 

基本算式：現在水洗便所設置済人口／現在処理区域内人口（％） 

 

現在処理区域内人口のうち、水洗便所を設置して汚水処理（実際に下水道に接続）している人口の割

合を表した指標です。 

総務省ＨＰ「地方公営企業等－令和４年度決算経営比較分析表－経営指標の概要（下水道事業）」によ

りますと、公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点から１００％となっていることが望まし

いとされています。一般的に数値が１００％未満である場合には、汚水処理が適切に行われておらず、水

質保全の観点から問題が生じる可能性があることや、使用料収入増加のため、水洗化率向上の取り組み

が必要です。 

 

表１３ 水洗化率推移（単位：％） 

 

※平均値＝類似団体平均値 

 

❹水洗化率 

水洗化率は、ほぼ横ばいに推移しています。現在、管路の拡張に伴い接続率が一時的に下がっている

ため、この水洗化率は今後引き上げを行っていくことが必要になってきます。 
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１．将来の事業予測 

（１）人口の予測 

国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）による本市の人口推計をみると、令和２７（２０４５）年

度の人口は、社人研推計準拠が８６，５３２人です。また、本誌の独自推計において、同年度の人口は９２，

０３８人としています。 

本市、まち・ひと・しごと総合戦略「人口ビジョン」「総合戦略」及び第３次神栖市総合計画においては、

国の長期ビジョン及びこれまでの推計や分析、調査などを考慮し、本市が将来目指すべき将来人口規模

についての目標を設定しています。 

本戦略においても、同ビジョンを基とした推計とします。 

 

表１４－１ 人口推計（単位：人） 

 

 

表１４－２ 将来人口目標 

本市独自推計 

短期的目標：令和１２（２０３０）年度には、総人口９４，８９３人を目標とする。 

中期的目標：令和２７（２０４５）年度には、総人口９２，０３８人を目標とする。 

※まち・ひと・しごと総合戦略「人口ビジョン」「総合戦略」及び第３次神栖市総合計画より抜粋・加工  

令和2年度 令和7年度 令和12年度 令和17年度 令和22年度 令和27年度

本市独自設計 95,488 95,320 94,893 94,430 93,427 92,038

社人研準拠 95,454 93,290 92,344 90,944 88,957 86,532

70,000

75,000

80,000

85,000
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95,000

100,000

令和2(2020）年度から令和27（2045）年度までの人口推移

Ⅱ今後の予測と予測に基づく経営の基本方針
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（２）処理区域内人口の予測 

将来人口予測と合わせ、処理区域内人口を予測しました。 

今後も整備を予定しているため、本市、まち・ひと・しごと総合戦略「人口ビジョン」及び第３次神栖市

総合計画を踏まえ、令和８（２０２６）年度まで処理区内人口は徐々に増加し、その後本戦略策定期間にお

ける令和１２（２０３０）年度まで減少していくと見込んでいます。 

 

表１５－１ 公共 処理区域内人口推計（単位：人） 

 

表１５－２ 特環 処理区域内人口推計（単位：人） 

 

  

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

処理区域内人口（人） 46,343 47,316 47,742 47,699 47,656 47,613 47,570
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49,000

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

処理区域内人口（人） 774 790 797 796 795 794 793
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（３）有収水量の予測 

処理区域内人口予測と合わせ、有収水量を予測しました。 

直近の令和６（２０２４）年度から令和１２（２０３０）年度までは過去３ヵ年の使用水量から将来の平均使

用水量に基づいて算出しました。 

上記予測に基づき使用水量を予測すると、下水道整備は令和８年度が最大となり、以降縮小を予定し

ていることから、令和９（２０２７）年度以降減少していくものと予測します。 

 

表１６－１ 公共 有収水量の将来予測（単位：㎥） 

 

表１６－２ 特環 有収水量の将来予測（単位：㎥） 

 

  

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

有収水量（㎥） 4,363,654 4,395,248 4,427,069 4,459,116 4,455,153 4,451,190 4,447,227

4,100,000

4,150,000

4,200,000

4,250,000

4,300,000

4,350,000

4,400,000

4,450,000

4,500,000

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

有収水量 61,802 62,351 62,900 63,449 63,358 63,267 63,176

60,500

61,000

61,500

62,000

62,500

63,000

63,500

64,000
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（４）使用料収入の予測 

将来人口と有収水量を基に今後の使用料収入の予測を行いました。 

使用料収入の算出にあたり、令和６（２０２４）年度から令和１２（２０３０）年度までは過去３ヵ年の使用

水量から、将来の平均使用水量に基づいて算出しました。 

上記予測に基づき使用料を予測すると、有収水量同様、下水道整備は令和８年度が最大となり、以降

縮小を予定していることから、令和９（２０２７）年度以降減少していくものと予測します。 

 

表１７ー１ 公共 使用料収入の将来予測（単位：千円） 

 

表１７―２ 特環 使用料収入の将来予測（単位：千円） 

 

 

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

使用料（千円） 685,094 690,054 695,050 700,081 699,459 698,837 698,215

640,000

650,000

660,000

670,000

680,000

690,000

700,000

710,000

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

使用料 9,579 9,664 9,750 9,835 9,820 9,806 9,792

9,450

9,500

9,550

9,600

9,650

9,700

9,750

9,800

9,850

9,900
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２．投資及び経費の将来予測 

・投資の予測 

投資の予測を今後の投資予定より算定しました。 

投資予定は本市下水道事業で策定中の各計画による試算に基づくものです。令和６（２０２４）年度か

ら令和１２（２０３０）年度までに、約９６．３億円の建設改良費が掛かる見込みです。なお、特環について現

状整備は不要のため、予定はありません。 

 

表１８ 将来の投資額見込み（単位：千円） 

 

 

 

３．その他の予測 

（１）組織の予測 

組織については今後も変更の予定はないため、人員の総数については横ばいの予定です。しかし、近

年の人件費については上昇傾向にあることから、本市においても上昇すると想定しています。 

 

（２）経費の予測 

ポンプ場施設に関する維持管理費は、過去３ヵ年間はほぼ横ばいで推移しています。しかし、今後は電

気使用料の改定による動力費増や物価上昇による費用増、またポンプ場施設の機械設備の経年劣化に

よる修繕費の高騰による費用の増加が想定されます。 

 

  

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

建設改良費 1,045,532 1,067,483 1,077,094 1,076,124 1,075,154 1,074,184 1,073,214

1,025,000

1,030,000

1,035,000

1,040,000

1,045,000

1,050,000

1,055,000

1,060,000

1,065,000

1,070,000

1,075,000

1,080,000
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４．経営の基本方針・目標 

（１）経営の課題 

本市における下水道事業については、事業継続を前提としたうえで、厳しい経営環境を乗り越え、より

強い経営を目指す必要があります。このための現状の課題を整理すると以下の通りです。 

❶公営企業会計導入による損益に基づく財務管理を徹底し、健全な経営を継続すること 

❷経費回収率１００％の維持が必要 

❸今後の投資予測を踏まえた収益の確保が必要 

❹環境保全を保つための適正な投資が必要 

 

❶公営企業会計導入による損益に基づく財務管理 

本市においては、令和２（２０２０）年度より公営企業会計への移行をしました。 

企業会計導入による減価償却費の計上で、特別会計時より費用が拡大されるため、継続的に利益を確

保しながら事業を維持する必要があります。 

 

❷経費回収率の向上 

国土交通省においては、下水道事業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費及び当

該事業の性質上能率的な経営を行ってもなお、その経営に伴う収入のみをもって充てることが困難であ

ると認められる経費を除き、当該事業の経営に伴う収入をもって充てなければならないとしており、適

正な経費負担区分を前提とした「独立採算の原則」が定められていることから、経費回収率を１００％と

することを目指すべきとしています。なお、本市において公表された最新版経営比較分析表によると令

和４（２０２２）年度は１００％であり、独立採算の原則に定められている１００％を上回っています。 

 

❸今後の予測を踏まえた収益の確保 

物価上昇による費用増や、❶にあるような減価償却費計上に伴う経費増加などに対する収益の確保

が必要であり、また、一般会計からの他会計補助金で損失や収支不足を補っている現状を見直す必要が

あります。 

 

❹環境保全を保つための適正な投資 

下水道事業はそもそも「都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、あわせて公共用水域の水質

の保全に資することを目的とする。」（下水道法第１条より抜粋）としていることから、この目的を達成す

るためには施設・設備に対する継続的な投資が必要不可欠です。 

今後とも、財源とのバランスを見ながら投資を継続することが必要です。 
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（２）経営理念 

前回、令和２（２０２０）年度の本市下水道事業経営戦略の記載事項を踏まえた経営理念を以下に示し

ます。 

経営理念①豊かな自然環境の保全 

豊かな自然環境を保全するため、汚水を適正に処理し、快適で衛生的な環境を創造します。 

 

経営理念②安定した経営 

中長期的な視点で将来を見据えた計画を立案し、経営の効率化、健全化を目指し、持続可能な運営を

実現します。 

 

 

（３）基本方針 

人口減少の進行、節水機器の普及などによる下水道使用料収入の減少に加えて、施設・設備の老朽化

に伴う改築・更新事業への投資の増大など、今後の下水道事業を取り巻く経営環境はますます厳しくな

ることが予想されます。このため、本市では効率的で持続可能な下水道事業経営の実現に向け、“公共下

水道施設整備の推進”、“民間活力の活用”、“公共下水道事業の健全経営の確保”、“財源の確保”を下水

道経営の基本方針として、経営戦略を策定します。なお、本戦略のシミュレーション期間を令和６（２０２４）

年度から令和３５（２０５３）年度までの３０年間とします。 

このうち、本戦略においては前回の経営戦略を踏まえ、令和１２（２０３０）年度までを収支算定期間と

して目標等を設定し、これに向けて推進します。 

資本集約型産業である下水道事業では、管路施設やポンプ場施設の健全性を維持することが、安定し

た事業を行うための前提条件です。一方で、投資事業には多大な資金が必要になるため、その「投資試算」

（投資事業にかかる費用の見通し）と財源試算（下水道使用料収入など財源の見通し）を均衡させなけれ

ば、下水道事業を持続させることは困難となります。 

この投資事業に必要な財源を確保し、「投資試算」と「財源試算」を均衡させるためには、徹底した「下

水道事業の効率化・健全化」に取り組み、事業運営にかかる経常的な経費の削減と適正な使用料の設定

を行うことで「経営基盤の強化」を図るとともに、管渠やポンプ施設などの「投資の最適化」を推進するこ

とが必要です。 
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基本方針❶公共下水道施設整備の推進 

環境保全のためには老朽化に伴う改修や適切な維持管理を進める必要があります。また、ストッ

クマネジメント手法を取り入れた計画的な改築に取り組み、事業の平準化を図ります。 

 

基本方針❷民間活力の活用 

本市では、ウォーターＰＰＰを含む運転管理とユーティリティ（光熱水費等）管理を含めた包括的民

間委託の導入を検討しています。また、今後さらに効率的・効果的な維持管理が可能となる官民連

携手法の導入を検討します。 

 

基本方針❸公共下水道事業の健全経営の確保（目標：経常収支比率１００％） 

人口減少に伴い使用料収入が減少する一方で、既存施設の老朽化は進み、大規模な更新及び改

修工事が必要になるため、今後の施設の更新需要や使用水量、財務状況の検証等を行い、使用料水

準の設定や使用料改定の時期等が適正となるよう見直しを行います。下水道使用料については、原

則５年ごとに見直しを検討します。  

 

基本方針❹財源の確保（目標：経費回収率１００％） 

将来の人口減少に伴って、今後の汚水処理費については使用料収入で賄えないという予測を踏

まえ、安定した事業運営を維持するため経費節減をさらに行います。また、現在は一般会計からの

繰入金や効率的・効果的な企業債を活用していく取り組みとなっていますが、これらを維持するだ

けでなく一般会計からの繰入額をより減少させ、独立採算制の経営に向けた健全化を図ります。 
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１．公営企業会計における前提条件 

下水道事業の建設投資には、必要な財源を確保して、「投資試算」と「財源試算」（下水道使用料収

入など財源の見通し）を均衡させなければ、持続させることが困難となります。 

今後の下水道事業は、施設更新がメインとなります。計画的かつ効率的な更新を行い、場合によ

ってはダウンサイジングを図り、「投資の最適化」を進め、投資費用の圧縮に努めます。また、事業運

営に係る経常的な経費の見直しを行い、削減による「経営の効率化」を図ります。 

今後、事業を健全に持続するために、赤字補てんのための一般会計からの繰入金に頼るのではな

く、公営企業会計の本旨である独立採算制の原則のもと、「使用料の見直し」を含めた収入増加に向

けた措置を検討し、健全な経営を確保する必要があります。 

 

 ２．投資・財政計画の計算根拠 

（１）収益的収支 

投資・財政計画の収益的収支（下水道施設等を維持管理に要する収支）を推計するに当たり、

前章で示した予測に基づき、算出しています。 

収入のうち他会計補助金（収益的収支繰入金）については、過去３ヵ年の平均値を基に算定し

ています。今後は、一般会計からの繰入金の減少が見込まれているため、他会計補助金を減少

する努力をし、独立採算事業を目指します。 

経費のうち修繕費、委託料等については包括的民間委託を行う等、引き続きコストの縮減に

努めます。特に、修繕費については現状汚水中継ポンプ場施設を４つ有しており、経年劣化に伴

う修繕費の増加は確実であるため、令和５（２０２３）年度は一時的に減少していますが、今後上

昇傾向にてシミュレーションします。 

投資・財政計画は、本戦略の計画期間である令和１２（２０３０）年度までのシミュレーションを

行います。また、人件費以外の動力費、修繕費、材料費、委託料等は以下の指標を参考とし、今

後の物価上昇を見込みます。 

 

  

Ⅲ 投資・財政計画（財政シミュレーション）
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＜２０２０年基準消費者物価指数全国２０２４年（令和６年）１０月分（２０２４年１１月２２日公表）＞ 

 

前年同月比において約２．３％上昇しています。また、近年の同資料においても約２％〜２．

５％の数値で推移していることから、今後についても減少の予測は立てにくく、増加にてシミュ

レーションを行います。 

概況 

（１） 総合指数は２０２０年を１００として１０９．５ 

前年同月比は２．３％の上昇 

（２） 生鮮食品を除く総合指数は１０８．８ 

前年同月比は２．３％の上昇 

（３） 生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数は１０８．１ 

前年同月比は２．３％の上昇 

 

（２）資本的収支 

投資・財政計画の資本的収支（下水道施設等を改築及び更新に要する収支）を推計するに当

たり、前章で示した予測に基づき、算出しています。 

収益的収支同様に、投資・財政計画は、本戦略の計画期間である令和１２（２０３０）年度まで

のシミュレーションを行います。 

 

（３）その他 

①広域化・共同化・最適化に関する事項 

茨城県の鹿島臨海特定公共下水道に流入する関連下水道として供用を開始したため、広域化

が事業当初からなされていますが、より効率的な運転管理を目指すべく、最適な手法での整備

を今後も継続します。ただし、人口の動向や社会情勢の変化を踏まえ、５年を目途に本戦略の見

直しを行います。 

 

②投資の平準化に関する事項 

ストックマネジメント計画を基に投資の平準化を行っています。今後更新費用が発生した場合

には、資金繰りを考え、更なる平準化を検討します。 
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③民間活力の活用に関する事項（包括的民間委託等民間委託、指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩなど） 

現段階では令和１０（２０２８）年度以降のウォーターＰＰＰの導入を検討していますが、将来的に

は職員の技術力の維持を考慮しつつ、委託業務の範囲拡大等についても検討します。 

 

３．投資・財政計画 

（１）将来予測に基づく投資・財政計画 

今後の予測やシミュレーション設定条件に基づき投資・財政計画を策定しました。なお本投資・財

政計画は新たに３０年間のシミュレーションを行い、このうち本戦略の計画期間である令和１２（２０

３０）年度までを掲載します。また、公共および特環は合算で課題の抽出と解消に向けた取り組みに

ついて検討します。 

 

■投資・財政計画のポイント 

○当年度純利益 

令和８（２０２６）年度までの整備工事の進捗に伴い一時的に使用料収入増加となりますが、その後の

減少に伴い、収支算定期間の当年度純利益（純損失）は赤字で推移します。 

○資本的収入…国庫補助金 

令和５（２０２３）年度までは国庫補助の対象となる雨水事業を行っておりましたが、整備終了に伴い、

それ以降に関しては約２億５千万円の減額が発生しています。 

○収益的収入…他会計補助金 

令和２（２０２０）年度以降、他会計補助金は上昇傾向にありますが、下水道事業会計全体の一般会計か

らの繰入金に対し、単年あたりの上限を７億円として算定します。 

〇資本的支出…建設改良費 

令和４（２０２２）年度の茨城県の生活排水ベストプラン改定に伴い、本市で策定した整備予測を元に建設

改良費を算定しています。 
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 33 

（２）改定パターンによる投資・財政計画の再検討 

現状予測に基づく投資・財政計画の結果、以下の問題点が挙げられます。 

運営や更新工事にかかる財源不足が見込まれていることから、令和６（２０２４）年度以降も引き続

き基準外繰入金を計上し続けているが、今後削減を行う必要がある。 

表２１ 繰入金の推移について 

 

 

上記課題に対するシミュレーションを設定します。シミュレーションパターンは以下の通り設定します。 

令和９（２０２７）年度以降で５年ごとに使用料の見直しを行う。基準外繰入金を減少させつつ、減少分を

使用料の改定で補てんする。 

改定率はパターン①で１５％、パターン②で２０％を仮想改定率として算定し、繰入金の減少を見る。 

 

パターン① 仮想改定率１５％ 計画期間において累計約２．８億円の繰入金の削減。 

 

地方公営企業法（以下、「地公企法」という。）第１７条の２第１項によると、「次に掲げる地方公営企業の

経費で政令で定めるものは、地方公共団体の一般会計又は他の特別会計において、出資、長期の貸付け、

負担金の支出その他の方法により負担するものとする」とされています。 

１．その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費（行政的経

費） 

２．当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なってもなおその経営に伴う収入のみをもって充て

ることが客観的に困難であると認められる経費（不採算経費） 

そして、「地公企法」第１７条の２第２項において、「これら行政的経費、不採算経費以外」の経費につい

ては、当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが必要とされています。ただし、例外事項

として、「地公企法」第１７条の３において、「地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により必要

がある場合には、一般会計又は他の特別会計から地方公営企業の特別会計に補助をすることができる

（補助金）」とされています。 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

3条基準内 379,420 386,100 385,835 421,216 425,858 470,659 358,548 356,963 355,600 354,398 353,322

4条基準内 320 4,427 2,838 2,687 5,146 660 1,518 1,502 1,481 1,457 1,425

3条基準外 0 0 49,615 114,612 50,000 65,000 70,499 70,240 70,019 69,824 69,649

4条基準外 663,715 466,621 315,593 154,500 161,400 98,222 155,067 153,332 151,242 148,722 145,468
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これらが、地方公営企業における負担金等の概略です。例外的なものを除いて経費は基本的には当該

地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが必要とされています。公共下水道事業も、地方財

政法上の公営企業とされ、その事業に伴う収入によってその経費を賄い、自立性をもって事業を継続し

ていく「独立採算制の原則」が適用されます。 

 

上記を踏まえ、他会計からの繰入金とともに、経費等の支出が増え始める令和９（２０２７）年度より１

５％改定し、現状予測に基づく投資・財政計画と比較し、収益が上がるように調整しました。それに伴って、

他会計繰入額の調整を行っています。そのほかの条件は現状予測に基づく投資・財政計画と同様です。 

 

■投資・財政計画のポイント 

○基準外繰入金 

表２２にもあるように、使用料改定を基に試算を行うと改定した増加分で基準外繰入金は減少します。 

○当年度純利益 

現状予測に基づく投資・財政計画と比較し、収支算定期間最終年度の令和１２（２０３０）年度の当年度純

利益は約３６，５５２千円増加します。 

 

表２２ 繰入金の推移について                                           （千円） 
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 37 

続いて、更なる料金改定を視野に入れたシミュレーションを設定します。 

 

パターン②  仮想改定率２０％ 計画期間において累計約２．８億円の繰入金の削減。 

 

パターン①同様、他会計からの繰入金とともに経費等の支出が増え始める令和９（２０２７）年度より２

０％改定し、現状予測に基づく投資・財政計画と比較し、収益が上がるように調整しました。それに伴って、

他会計繰入額の調整を行っています。そのほかの条件は現状予測に基づく投資・財政計画と同様です。 

 

■投資・財政計画のポイント 

○基準外繰入金 

表２４にもあるように、使用料改定を基に試算を行うと改定した増加分で基準外繰入金は減少します。 

○当年度純利益 

現状予測に基づく投資・財政計画と比較し、収支算定期間最終年度の令和１２（２０３０）年度の当年度純

利益は約７１，９５２千円増加します。 

 

表２４ 繰入金の推移について                                           （千円） 
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表２５－１ シミュレーションパターン②（単位：千円） 
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（３）改定パターンによる投資・財政計画の総括 

■シミュレーション総括 

○現状 

使用料予測を踏まえると本経営戦略策定期間内においては、工事計画に沿った繰入金・補助金・負担

金の増加が予想されます。他会計からの繰入金は上限金額を設定して計画しておりますが、使用料収入

の増加分は基準外繰入金へ充当し０へ変更しております。また、経費の面でも支出が増え続けることが

投資計画から見て取れます。本計画期間において、現状のままで進めた場合は当年度純利益は担保でき

ていますが、今後の繰入金の減少から、将来的に資本的収支の不足が見込まれることになり、これらが

課題となります。 

○課題 

本経営戦略策定期間では初期から多額の他会計繰入金を必要としているため、独立採算の考え方に

基づき、使用料で補う必要があります。 

○対策 

シミュレーションパターンにおいては、公費で負担すべき繰入金を除く、基準外繰入金をどこまで減少

させられるかをシミュレーションしています。 

これらのシミュレーションパターンを踏まえると、本市下水道事業の課題を解消するため、今後使用料

改定を視野に入れ、慎重に検討していく必要があります。 

最終的な繰入金の減額目標はパターン②になりますが、使用者の負担増加が大きくなることから、パ

ターン①にてロードマップの策定を行います。 
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４．投資・財政計画を踏まえた今後の取り組み 

投資・財政計画における今後検討予定の取り組みの概要 

❶今後の経費回収率向上に向けたロードマップ 

国土交通省より、「社会資本整備交付金交付要綱の改正について」（令和２（２０２０）年３月３１日国官会

第２９９０１号）及び「下水道事業における収支構造適正化に向けた取り組みの推進についての留意事項」

（国土交通省事務連絡令和２（２０２０）年７月２２日）が発出されましたので、同通知に基づき、経費回収

率の向上に向けたロードマップを以下に示します。 

 

■社会資本整備総合交付金における重点配分対象を受けるための要件 

下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進についての留意事項 

（令和２（２０２０）年７月２２日国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道事業課企画専門官より） 

「また、ロードマップに基づき収支構造の適正化に積極的に取り組む地方公共団体を重点的に支援す

るため、公営企業会計を適用した地方公共団体において、以下のいずれかに該当する場合は、当該団体

が行う汚水処理に関する事業について、社会資本整備総合交付金の重点配分の対象としないこととしま

す。」 

国土交通省は今後の社会資本整備総合交付金の受給に対して、重点配分対象を受けるためには下記

の条件を設定しています。 

 

【国交省要件】 

・ロードマップに定めた業績目標を達成できない場合 

・令和７年度以降、供用開始後３０年以上経過しているにも関わらず、使用料単価が１５０円／㎥未満で

あり、かつ経費回収率が８０％未満であり、かつ１５年以上使用料改定を行っていない場合 

 

本市では、前述を踏まえ、令和７（２０２５）年度から令和８（２０２６）年度にかけて下水道使用料の在り

方を検討します。 

令和６（２０２４）年度からのロードマップと目標数値を定めました。経費回収率の目標数値と経常収支

比率、水洗化目標を令和１０（２０２８）年度に達成し、その後の計画期間内は目標値の維持を目指します。 

 

合わせて、令和４（２０２２）年１月２５日通知の「経営戦略の改定推進について」において、「水道事業、

簡易水道事業及び下水道事業については、使用料水準が適切なものであるか、また将来の使用料改定

の必要性等について議会や住民の理解に資するよう、使用料回収率や経費回収率の目標及び原価計算

の内訳などを記載し、見える化を図ること。」となっていることから原価計算内訳を別項にまとめました。 
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表２６ 経費回収率向上に向けたロードマップ（将来予測に基づく投資財政計画にて設定） 

年度 収益確保の活動 経費削減の活動 

令和６（２０２４）年度   

令和７（２０２５）年度 使用料改定の必要性を検討  

令和８（２０２６）年度 使用料改定の必要性を検討  

令和９（２０２７）年度 使用料改定の実施（必要な場合）  

令和１０（２０２８）年度 効果検証及び収支再試算（必要な場合） ウォーターＰＰＰ導入（予定） 

令和１１（２０２９）年度   

令和１２（２０３０）年度 使用料改定の必要性を検討  

令和１３（２０３１）年度 使用料改定の必要性を検討  

令和１４（２０３２）年度 使用料改定の実施（必要な場合）  

令和１５（２０３３）年度 効果検証及び収支再計算（必要な場合）  

 

 

表２７ ロードマップ目標値 

シミュレーション①を目標とする 経費回収率 使用料単価 経常収支比率 

令和６（２０２４）年度開始値 ９６．０８％ １５７円 １０２．２８％ 

令和１０（２０２８）年度中間値 １００．００％ １５７円 １００．００％ 

令和１２（２０３０）年度目標値 １００．００％ １５７円 １００．００％ 

 

 

❷収入増加及び支出削減のための具体的取組及び実施時期 

収入の増加については、令和９（２０２７）年度からの使用料改定に伴う収入増加を予定しています。並

行して下水道の啓発活動や下水道接続支援補助金の活用等により未接続家屋の接続促進を図り、当該

計画期間で現在より約２ポイント引き上げて水洗化率８５．０％以上へ引き上げます。尚、整備工事も続い

ていることから、接続が間に合わないことが予想されるため、最終的な水洗化率１００％には今後の見直

しも含め、将来３０年をかけて達成できる数値で推移させます。 

また、支出削減について徹底したコスト削減を図り、また、ウォーターＰＰＰを含む民間活力の活用、さ

らには複数年契約などによる支出の削減を行い、ウォーターＰＰＰ導入予定の令和１０（２０２８）年度以降

については経常収支比率を１００％以上で維持します。 

 

❸今後の投資についての検討 

現在投資については、管路施設「ストックマネジメント計画」を策定中であり、ポンプ場施設「ストックマ

ネジメント計画」については運用中です。今後は各事業において、これらの計画を元に管渠・ポンプ場施

設の改築・修繕工事進めていく予定です。 

 

❹原価計算 

先述の投資・財政計画にも記載の通り、今後使用料の適正化をより一層図る必要があります。このた

め、前項の原価計算を導入します。 

包括委託・コスト

効率化に向けた

検討 
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地方公営企業の使用料については、「地公企法」第２１条第２項において、「公正妥当なものでなければ

ならず、かつ、能率的な経営の下における適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保す

ることができるものでなければならない」とされています。また、総務省においては使用料の設定につい

て、以下を留意事項としています。 

 

・社会情勢、経営環境の変化に応じて適切な使用料となるよう、３年から５年内の経営戦略の改定の際に

使用料水準等を検証し、必要な改定の検討を行うこと。その際、施設の老朽化の実態や経営の将来見通

しについて住民や議会にわかりやすく公表し、議論すること。 

・総括原価主義の原則に基づき、狭義の原価に事業報酬を加えた原価を基礎とすること。その際、経営改

善・合理化を一層徹底し、原価を極力抑制するとともに、特に水道事業や下水道事業など、将来にわたっ

て安定的に事業を継続する必要がある事業については、施設の計画的な更新の原資を確保するため、事

業報酬として必要な資産維持費を算定することを検討すること。 

・人口減少等の経営環境の変化に対応するため、将来にわたり健全な経営を確保できる水準とするとと

もに、使用料体系（例えば、基本使用料と従量使用料の比率等）についても適切に配意すること。 

これらに基づき、今後、原価計算の算出を公共・特環それぞれにおいて実施します。  



 

 

 44 

表２８－１ 原価計算表（公共下水道事業）   

 

■原価計算総括 

○現状 

公共下水道事業は使用料と使用料対象経費の割合である原価が１００％を割っています。（約８９％） 

今後建設改良費の増幅に伴い各支出（経費）の割合が増加することが想定されます。 

○課題 

原価計算表にて算定を行った結果、使用料対象経費においては使用料が約８，６００万円不足すると見 

込まれます。算定期間内で、人口減少による使用料収入の減少と物価上昇による経費の増加が進むこ 

とを加味した場合に、算定期間終期に至る前に対策を講じる必要があります。 

○対策 

使用料にて賄うべき経費を賄えていない状況のため、現時点では使用料の改定を検討する必要があ 

ります。また、経費についても上昇する見込みのため、徹底した経費削減に努める必要があります。  
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表２８－２ 原価計算表（特定環境保全公共下水道事業）  

 

■原価計算総括 

○現状 

特環については、使用料と使用料対象経費の割合である原価が１００％を超えています。（約１１１％） 

現状、整備は不要であることから、今後は資本費が減少する見込みです。 

○課題 

現在は十分に原価を満たせていますが、人口減少による使用料の低下および物価上昇による経費の 

増加により原価を割らないように維持する必要があります。 

○対策 

特環について現在不足はないものの、将来予測を踏まえた物価上昇に対応するため、公共同様に経費 

削減に努め、現状の維持を行う必要があります。 
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❺投資・財政計画に未反映の取り組みや今後予定の取り組み概要 

①広域化・共同化・最適化に関する事項 

前述の通り、茨城県の鹿島臨海特定公共下水道に流入する関連下水道として供用を開始したため、広

域化が事業当初からなされています。 

 

②投資の平準化に関する事項 

本戦略の投資計画は令和４（２０２２）年度の茨城県の生活排水ベストプラン改定に際して伴い、本市で

策定した整備予測を基に試算しました。現在、ストックマネジメント計画を基に現状は投資の平準化を行

っています。また、計画的な施設の延命化（計画的な点検・改築の実施）および改築費用の最適化による

負担増を考慮し、資本費平準化債の採用を検討します。 

 

③民間活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩなど） 

現段階では令和１０（２０２８）年度以降のウォーターＰＰＰの導入を検討しています。将来的には、その

ほか、職員の技術力の維持を考慮しつつ、委託業務の範囲拡大等について検討します。 

 

④使用料の見直しに関する事項 

前述の通り、本戦略の計画期間においては赤字が続いていることから、現在、令和９（２０２７）年度使

用料改定について必要性を検討しています。それ以降は、５年毎に状況を見直し、社会情勢等の急激な

変化により投資・財政計画の見直しが必要になった場合には、使用料の見直しについて適宜適正な金額

設定の上、検討を行います。 

 

⑤投資以外の経費についての検討状況等 

民間活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、ＰＰＰ／ＰＦＩなど）に

ついて、現況は、上記のウォーターＰＰＰ以外に特に具体的な動きはありません。将来の負担減を考慮し、

今後は民間委託や複数年契約等による経費削減を検討します。 

職員給与費に関しては、現況は最低限の人員で対応のため変更はありません。 

委託費に関しては、現状単年度で委託している委託業務に関して、複数年契約での経費削減が可能か

今後検討します。 

それ以外の取り組みについては、特に予定はしておりませんが、将来の経営状況を鑑み経費削減に関

して、実行性のあるものを適宜検討の上、採用します。  
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１．推進体制 

本戦略における取り組み・進捗状況の管理は、下水道課を中心として実施します。一方で、投資や投資

の効率化等による利用者サービスの向上は、全体の最適化に資するものであることから、サービスの規

模の最適化等の取り組みについては、他部署との協議のうえ推進します。 

 

２．フォローアップ 

本戦略の実行性を確実なものとするために、ＰＤＣＡサイクルにもとづいた進捗管理を行います。特に

計画の見直しに関しては、修繕・更新などの実施状況や劣化状況、財政状況などを評価した上で３年から

５年の間で定期的に行うものとします。 

 

図４ ＰＤＣＡサイクル 

Ⅳ 経営戦略の取り組み体制 
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本経営戦略における用語解説 

《あ行》 

アクションプラン 

神栖市の下水道事業において、平成２８年度を基準年とし、おおむね１０年間で整備をおこなう具体的 

な実施計画（目標）のことを、アクションプランといいます。 

維持管理費 

日常の排水処理施設の維持管理に要する経費で、修繕費、委託費等とそれに係る人件費等によって構 

成されています。 

一般会計からの繰入金  

一般会計から下水道事業会計へ支出する繰出金で、下水道事業会計から見ると繰入金となります。 

ウォーターＰＰＰ 

ウォーターＰＰＰとは、水道、工業用水道、下水道などの水道分野を対象とする民間活力の活用をした官 

民連携方式で、コンセッション（公共施設等運営事業）方式と、管理・更新一体マネジメント方式を併せた 

総称です。 

エネルギー利用  

下水道事業に伴い生じる資源をエネルギーとして活用することを言います。 

汚水処理費 

汚水の処理にかかる維持管理費と資本費（企業債等利息及び減価償却費）です。 

 

《か行》 

改築  

機能の低下した下水道施設に対して、対象施設の全部又は一部の再建設あるいは取り替えを行うこと 

により、機能を回復させることで所定の耐用年数が新たに確保されることをいいます。 

管渠 

汚水や雨水を流すための管のことです。 

管路  

管渠、マンホール、ます、取付管の総称です。 

企業会計 

現金の動きやその残高のみではなく、債権債務の発生の事実に基づいて経理し（発生主義）、その年度 

の事業活動に係るもの（収益的収支）と翌年度以降の事業活動の基になるもの（資本的収支）とに区分 

して経理することにより、経営成績や財政状態を明らかにする会計方式のことを指します。 

企業債 

地方公共団体が建設・改良の財源に充てるために起こす地方債（借金）のことです。 

基準内繰入金 

一般会計から下水道事業会計に繰り入れるお金のうち、雨水処理に要する経費等、公費で負担すべき 

ものです。対比として基準外繰入金があります。 

共同化 

他課や他の自治体と共同使用する施設の建設や事務の一部を共同して管理、執行することをいいます。 
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供用開始  

下水道の整備により、下水道が使用可能になることをいいます。 

経常収支 

主たる経営活動と他の経営活動から日常的に得ている収益及び費用です。 

下水道処理区域  

排除された汚水や雨水を下水道により処理することができる区域です。 

減価償却費  

長期にわたって使用する固定資産の価値の減少相当分を費用として計上したものです。 

広域化  

一部事務組合による事業実施等や他の自治体との事業統合、流域下水道への接続等を指します。 

公営企業会計  

病院や水道事業等地方公共団体が運営している公営企業が取り入れている複式簿記の会計処理です。 

公共下水道事業 

主として市街地における下水を排除し又は処理するために地方公共団体が管理する下水道であり、終末処 

理場を有するものを単独公共下水道、流末を流域下水道に接続するものを流域関連公共下水道といいま 

す。 

公共用水域  

河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供する水域、及びこれに接続する公共溝渠、かんがい用 

水路、その他公共の用に供する水路です。 

 

《さ行》 

最適化  

①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に 

応じて最適なものを選択すること、③施設の統廃合を指します。 

実質的な使用料 

使用料収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含 

む）を指します。 

指定管理者制度  

公共施設の管理及び運営を民間企業が行うことをいいます。 

資本集約型 

資本集約型とは、設備投資を行い、固定資本に対して生産の依存度が高い産業を指します。具体的な例 

としては、工業製品および野菜など機械によって生産されることが一般化されている産業であり、電気、 

ガス、下水道事業などのインフラや農業、工業などで生産力が企業価値に結びつくような業種が多くな 

っています。 

資本勘定職員  

主に建設工事関連の業務を担当する職員です。 

資本的収支  

固定資産の取得や改築及び改良に伴い発生する収入及び支出です。 

 



 

 

 50 

収益的収支  

企業の経営活動に伴い発生する収益及び費用です。 

修繕  

老朽化した施設又は故障若しくは破損した施設を修理して、施設の現状回復を図ることをいいます。修 

繕は、所定の耐用年数を維持するもので延伸はしません。 

資本費平準化債 

下水道整備に係る世代間負担の公平性を図ることを目的として、措置された地方債のことをいいます。 

従量制  

使用水量に応じて使用料を算定する使用料体系をいいます。 

使用料単価  

使用料収入額を有収水量で除したものです。 

処理人口普及率  

下水道を利用できる人口を市全体の人口で除したものであり、全人口のうち下水道を利用できる割合 

を表す指標です。 

水洗化人口／水洗化率 

実際に下水道に接続している人口又は割合を表す指標です。 

ストックマネジメント  

目標とする明確なサービス水準を定め、その状態を点検及び調査等によって客観的に把握及び評価し、 

長期的な施設の状態を予測しながら、点検及び調査、修繕及び改築を一体的に捉えて下水道施設を計 

画的かつ効率的に管理することをいいます。 

損益勘定職員  

主に施設の維持管理業務を担当する職員です。 

損益勘定留保資金  

減価償却費や資産減耗費等現金を伴わない費用によって内部に残る資金（内部留保資金）のことです。 

 

《た行》 

耐用年数 

法律等で決められた資産が利用できるとされる期間です。 

長期前受金戻入 

資産取得時の補助金等を減価償却に応じて収益化した現金を伴わない収益です。 

独立採算制の原則  

繰入金ではなく、使用料で経営を行わなければならないという原則です。 

土地・施設等利用  

下水道事業の実施に不可欠な資産を活用することを言います。 

 

《は行》 

不明水 

汚水のうち有収水量以外のものであり、雨どい等、宅内配管の誤接合によって流入したり、老朽化した 

管渠の継手部分やひび割れ、破損箇所から浸入する地下水、直接浸入水などからなるものをいいます 
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包括的民間委託  

維持管理等で複数の業務を一体的（包括的）に発注し、また、複数年契約にて民間企業に委託すること 

をいいます。これにより、民間のノウハウを生かしつつ業務の効率化が期待されます。 

法適  

地方公営企業法を事業に適用し、公営企業会計となっていることを示します。 

ポンプ場  

地形上、高低差等により終末処理場まで自然流下できない場所、管渠が地中深くなりすぎる場所に設 

け、水位を上げるための施設です。 

 

《ま行》 

民間委託 

地方公共団体の行う業務を民間企業に委託することをいいます。 

 

《や行》 

有収水量  

上水道の使用水量等、下水道使用料の算定の基準になるものです。 

 

《ら行》 

流域下水道  

２以上の市町村からの下水を受け処理する下水道で終末処理場と幹線管渠からなり、事業主体は都道 

府県となります。 

流動資産  

現金及び比較的短期間のうちに回収され、または販売されることによって現金に換えることのできる 

資産をいいます。 

流動負債  

負債のうち事業の通常の取引において１年以内に償還しなければならない短期の債務をいいます。 

類似団体 

市町村を処理区域内人口別区分、処理区域内人口密度区分、供用開始年数区分で類型化したものです。 

 

《その他》 

ＰＤＣＡサイクル 

計画（ｐｌａｎ）、実行（ｄｏ）、評価（ｃｈｅｃｋ）、改善（ａｃｔｉｏｎ）を順に実施し、最後の改善（ａｃｔｉｏｎ）では評価 

（ｃｈｅｃｋ）の結果から、次回の計画（ｐｌａｎ）に結び付けるという考え方です。このプロセスを繰り返すこ 

とにより、品質の維持・向上及び継続的な業務改善活動を推進するためのマネジメント手法といえます。 

ＰＰＰ 

官民連携方式により公共サービスの提供を行うことで、パブリック・プライベート・パートナーシップの略 

称です。 
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ＰＦＩ 

公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供 

を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図ることで、プライベート・ファ 

イナンス・イニシアティブの略称です。  
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